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米国・イスラエルのイランに対する武力行使が始まった2月28日以降、エネルギー価格の急上昇やエネ
ルギー供給停滞の長期化による経済活動への悪影響は避け難い状況に傾いている。本稿では1970年代
の石油危機を参考に、日本経済が今後直面することが見込まれる潜在的な影響を考察する。 

1973年10月の第4次中東戦争を契機として第1次石油危機が生じ、日本は翌1974年に実質GDP成長
率（マイナス1.2％）が戦後初のマイナスに、経常収支（341億円赤字）が赤字に転落した。合わせて消費者
物価指数（前年比23.2％上昇）は急上昇し、景気停滞（stagnation）と物価の大幅上昇（inflation）が同時
に生じるスタグフレーションに陥った（図表1）。1973年の変動相場制への移行により急速に進行していた
円高も経常収支の赤字転落に伴って反転し、ドル円は1974年に約7.3％の円安となった。スタグフレーショ
ンでは景気と物価の安定はトレードオフの関係となり、財政・金融緩和による需要創出策は物価の騰勢を

一段と強めてしまうため政策対応の選択肢が限られる。政府は国民生活安定緊急措置法を制定して家計

を支援する一方、石油需要やインフレを抑制するため、石油需給適正化法や日銀の複数回の利上げ実施

などを通じて総需要抑制策が実施された。家計の実質所得減少や供給制約の影響は耐久消費財に強く

表れ、新車登録台数（228.7万台、前年比22.6％減）、新設住宅着工戸数（131.6万戸、同30.9％減）は大
幅に減少した。景気後退に遅行して労働市場も悪化し、就業者数、総実労働時間は1974、75年に2年連
続で減少した。数値だけでも高度経済成長にあった日本の経済活動の著しい落ち込みが確認できる。 

中長期的観点でも第1次石油危機は日本経済の転換点となった。原子力発電などの省エネルギー・新エ
ネルギー開発投資が促進され、鉄鋼、化学などのエネルギー集約的な素材型産業から輸送用機械（自動

車）、電気機械などの加工型産業へ産業構造の転換が進んだ。ミクロ経済学における「代替効果（相対的

に高価な財から安価な財への代替）」が働き、石油価格高騰がエネルギー効率向上や産業高度化を促す

転機となった。また第1次石油危機を境として民間最終消費支出の成長ペースは1960-73年の年率8.9％
から1974-89年の年率3.6％へ構造的に減速し、経済も高度成長期から安定成長期へ移行した（図表2）。 

第1次石油危機時と比べて原油価格の上昇率は相対的に小幅で、経済構造も当時と大きく異なるもの
の、総需要抑制策の実施、実質所得の減少や供給制約による家計消費の悪化、経常収支の赤字転落や

円安進行などは、今後の日本でも同様の波及が十分想定される。中長期的には石油代替の検討が進み、

産業政策、資源・エネルギー政策の見直しや経済構造の転換が進む転機となる可能性を秘めている。 
 

【図表1】 日本 実質GDP成長率、消費者物価指数変動率 【図表2】 日本 実質民間最終消費支出成長率 

出所：内閣府、総務省 出所：内閣府 
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